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本日の内容
1. はじめに (p3-4)

2. リスクコミュニケーションと 環境報告(p6-17) 10m

3. 化学物質の安全管理と情報入手(p19-28) 15m

4. 化審法と化管法(p30-60) 35m

5. 岐阜県排出・移動量とPRTRマップ(p62-73) 40m

6. 安衛法1(表示・文書交付制度・GHS) (p75-84) 45m

7. 安衛法2(有機則・特化則・作業環境測定) (p86-111) 

毒物及び劇物取締法(p112-116) 60m

8. リスクアセスメント手法(p118-145) 1hr15m

9. 化学物質の削減対策事例(p147-156) 1hr20m
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1. はじめに

化学物質アドバイザーとは

• 環境省事業として、営利を目的としていない

• 市民・行政・企業のいずれにも偏らず、中立的な立場で客観
的な情報提供をおこなう

3http://www.env.go.jp/chemi/communication/taiwa/haikei/adviser.html



化学物質アドバイザーの役割

• 工場から排出される化学物質の影響

• 身近な製品に含まれる化学物質の影響

• 化学物質の有害性とリスク

• 化学物質の安全取扱・管理・削減

• PRTRとその活用

• 環境（リスク）コミュニケーションなど
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(市民・企業・行政)

http://www.env.go.jp/chemi/communication/taiwa/haikei/adviser.html



本日の内容
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化学物質に支えられた生活
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自治体のための化学物質に関するリスクコミュニケーションマニュアル 第1章2002年版 (2011年3月一部改訂) 環境省

2. リスクコミュニケーションと環境報告

https://www.env.go.jp/chemi/communication/manual/index.html
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出典 「エコアクション21～「新しい」企業価値を創る～」 http://ea21.jp/ea21/  
一般財団法人 持続性推進機構エコアクション21中央事務局から許可を得て引用した。

環境への負荷と限界
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社会や市場からの要請の高まり

出典 環境コミュニケーションの更なる広がりを目指して～環境配慮促進法について～環境省

https://www.env.go.jp/policy/hairyo_law/pamph.pdf



化学物質に対する不安と原因
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事業者のみなさまへ 化学物質について正しく理解してもらうために
情報共有と信頼醸成のための地域対話/リスクコミュニケーションのすすめ(経済産業省)



自治体のための化学物質に関するリスクコミュニケーションマニュアル 第1章2002年版 (2011年3月一部改訂) 環境省
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化学物質による環境リスク

＝

有害性(の程度)×暴露量(体に取り込む量)

https://www.env.go.jp/chemi/communication/manual/index.html



動物試験からのデータと用量-反応曲線
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化学物質のリスク評価のためのガイドブック実践編(経済産業省)

群 濃度[mg/m3]
対照群 0

低暴露群 10
中暴露群1 50
中暴露群2 250
高暴露群1 1000
高暴露群2 1500

暴露量補正値 (mg/m3) ＝
無毒性量(NOAEL)等 (mg/m3)×
暴露時間/24 (時間)×暴露日数/7 (日)

通常 ＮＯＡＥ
Ｌ×

1

100
暴露量補正値 (mg/m3) ＝
188 (mg/m3)×8/24 (時間)×5/7 
(日)= 44.8 mg/m3

・トルエンの作業
環境における許容
濃度188 mg/m3

この値以下では有害影響が
生じないとされている量

・ジクロルメタン
の作業環境におけ
る許容濃度
50ppm(170 mg/m3)
(日本産業衛生学会の
勧告値 2015)許容濃度等の勧告（2015）日本産業衛生学会

http://joh.sanei.or.jp/pdf/J57/J57_4_07.pdf



わたしたちの生活と化学物質(かんたん化学物質ガイドシリーズ) 環境省

https://www.env.go.jp/chemi/communication/guide/seikatsu/download/seikatsu_all.pdf

表示・GHS

有害性・ハザード
SDS

暴露・摂取量

環境リスク
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環境リスク管理とリスクコミュニケーション
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自治体のための化学物質に関するリスクコミュニケーションマニュアル概要 2002年版 (2011年3月一部改訂) 環境省

生活

職場

PDCAサイクル
（plan-do-check-act 

cycle）

https://www.env.go.jp/chemi/communication/manual/index.html



リスクコミュニケーション

1. (環境省)化学物質による環境リスクに関する正確な情
報を関係者で共有しつつ、相互に意思疎通を図ること
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1 http://www.env.go.jp/chemi/communication/h12jirei/chapter1.pdf

2 出典平成13年版 図で見る環境白書

第３章第１節 環境コミュニケーションの役割と今後の可能性を考える
https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/zu/h13/eav010000001100.html#3_1_3_1

環境コミュニケーション

2. (環境基本計画)持続可能な社会の構築に向けて、個
人、行政、企業、民間非営利団体といった各主体間の
パートナーシップを確立するために、環境負荷や環境保
全活動等に関する情報を一方的に提供するだけでなく、
利害関係者の意見を聞き、討議することにより、互いの理
解と納得を深めていくこと



環境コミュニケーションが重視される背景

• 環境保全が地球上に住むすべての人々に利害
関係を及ぼすこと

• それゆえに義務として求められてきている。

• 特に、化学物質については爆発や漏洩があると
周辺住民に大きな被害をもたらす

• リスクコミュニケーションの基礎として有害化学物
質の使用量や貯蔵状態の公表が求められる。

15
出典 ＥＩＣネット(一般財団法人環境情報センター) http://www.eic.or.jp/



環境配慮促進法
「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に
配慮した事業活動の促進に関する法律」（平成16年）

事業者とさまざまな関係者との間の重要なコミュニ
ケーション手段である環境報告書の普及促進、信頼

性向上のための制度的枠組みを整備し、環境報告書

を社会全体として積極的に活用していくことで、事
業者の積極的な環境配慮の取組を促進するための条

件整備を行おうとするもの
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出典 環境コミュニケーションの更なる広がりを目指して～環境配慮促進法について～環境省

環境コミュニケーションと環境報告書



(内部機能) 事業者自身の環境保全活動
 経営者、従業員の意識の高まり

 企業の環境マネジメントシステムの見直しツール

(外部機能) 環境コミュニケーション・企業評価

（企業にとって）
 社会からの適正な評価を受けるために必要

 社会的な説明責任を履行する手段として必要

（社会にとって）
 プレッジ・アンド・レビュー効果（誓約と再検討）

 社会全体の認識が拡大

 企業努力と社会評価の相乗効果
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環境報告書に期待される機能と効果
事業者が自らの事業活動に伴う環境負荷の状況や環境配慮の取
組などの環境情報を総合的に取りまとめて公表する年次報告書

出典 環境コミュニケーションの更なる広がりを目指して～環境配慮促進法について～環境省

https://www.env.go.jp/policy/hairyo_law/pamph.pdf
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安全衛生管理・活動の進め方
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http://www.mhlw.go.jp/new-
info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/110329-
1a.pdf

3. 化学物質の安全管理と情報入手



化学物質の安全管理と組織
リスクアセスメント実施体制
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担当者 説明 実施内容

統括安全衛生管理者など 事業の実施を統括管理す
る人(事業場のトップ)

リスクアセスメントなどの実
施を統括管理

安全管理者又は衛生管理者、
作業主任者、職長、班長など

労働者を指導監督する地
位にある人

リスクアセスメントなどの実
施を管理

化学物質管理者 化学物質などの適切な管
理について必要な能力が
ある人の中から指名

リスクアセスメントなどの技
術的業務を実施

専門的知識のある人 化学物質の危険性と有害
性や化学物質のための機
械設備などについての専
門的知識のある人

対象となる化学物質、機械設
備のリスクアセスメントなど
への参画

外部の専門家 労働衛生コンサルタント、
労働安全コンサルタント、
作業環境測定士、インダ
ストリアル・ハイジニス
トなど

より詳細なリスクアセスメン
ト手法の導入など技術的な助
言を得るために活用が望まし
い

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11300000-Roudoukijunkyokuanzeneiseibu/0000099625.pdf

化学物質を取扱う事業場の皆さまへ 労働災害を防止するためリスクアセスメントを実施しましょう
厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署



リスクアセスメントの実施時期
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実施義務
1. 対象物の原材料を新規に採用・変更
2. 対象物を製造・取扱業務の作業方法・手順を新規に採用・変更
3. 対象物による危険性・有害性などに変化が生じ・生じるおそれ

(新たな危険有害性の情報が、SDSなどにより提供された場合)

努力義務
1. 労働災害発生時 (過去のリスクアセスメントに問題があるとき)
2. 過去のリスクアセスメント実施以降、機械設備などの経年劣化、労

働者の知識経験などリスクの状況に変化があったとき
3. 過去にリスクアセスメントを実施したことがないとき

(施行日前から取り扱っている物質で、過去にリスクアセスメントを
実施したことがない、実施結果が確認できない場合)

安衛則第34条の2の7第1項平成28年6月1日施行

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11300000-Roudoukijunkyokuanzeneiseibu/0000099625.pdf

化学物質を取扱う事業場の皆さまへ 労働災害を防止するためリスクアセスメントを実施しましょう
厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署



リスクアセスメントの手順

22http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11300000-Roudoukijunkyokuanzeneiseibu/0000099625.pdf

化学物質を取扱う事業場の皆さまへ 労働災害を防止するためリスクアセスメントを実施しましょう
厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署



労働衛生管理体制
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http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/information/seminar12/caravan2012-4.pdf

労働安全衛生法における化学物質管理について(経済産業省化学物質管理セミナーキャラバン2012)



化学物質管理に係る情報等の入手

• NITE 化学物質総合情報提供システム

NITE Chemical Risk Information Platform (NITE-CHRIP)

http://www.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/systemTop

• 環境省化学物質情報検索支援システム(ケミココChemicoco)

http://www.chemicoco.go.jp/ 

• 職場のあんぜんサイト

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/

• 法令等データベースサービス 法令検索

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/

24

まず、ここから調べてみよう

・ 電子政府の総合窓口e-Gov 法令検索(すべての法令が検索できます)
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0100/



http://www.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/srhInput

NITE 化学物質総合情報提供システム

25
(独) 製品評価技術基盤機構(NITE)化学物質管理センター計画課の許可を得て引用・編集した。



http://www.chemicoco.go.jp/ 26



http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/kag/kagaku_index.html
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法令等データベースサービス（例）
－法令検索－

28http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/html/hourei/search1.html
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化学物質管理体系
暴露経路やライフサイクルの段階に応じて様々な法律により管理

30

１ 2

3

化審法概要と平成21年改正以降の取り組み状況について(平成27年8月31日経済産業省)
https://www.env.go.jp/chemi/kagaku/sekoutenken/shiryou2.pdf

4

4. 化審法と化管法



化学物質に関する法律体系

(一般化学物質)

製造・輸入：

化学物質審査規制法(化審法)

排出・移動：

化学物質排出把握管理促進法(化管法)

取扱・安全・衛生：

労働安全衛生法(安衛法)

31



製造・輸入

化学物質の審査及び製造等の規制

に関する法律

(化審法)

環境を経由した人への長期毒性や

生活環境・生態系への影響評価

32http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/about/about_index.htm



化審法の対象となる化学物質
• 元素又は化合物に化学反応を起こさせることにより

得られる化合物のこと

• 一般工業化学品に用いられる物質

（※）化審法と同等以上に厳しい規制（毒劇法に規定する特定毒物や用途に応じた他の規制

（食品衛生法に規定する食品、添加物等））等が講じられている場合は除く

33化審法概要と平成21年改正以降の取組状況について(環境省)平成27年
https://www.env.go.jp/chemi/kagaku/sekoutenken/shiryou2.pdf



化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律

化審法とは(改正の経緯)

ポリ塩化ビフェニル（PCB）及び類似する化学物質による環境汚染の未然防止
昭和48年（1973年）PCBによる健康被害(カネミ油症事件)の防止

• 新規化学物質の事前審査制度

• 難分解性、蓄積性、人への長期毒性を有する化学物質(PBT)を「特定化学
物質」として、その製造と輸入を規制

昭和61年（1986年）社会的な背景や国際的な整合性を勘案

• OECDで合意されたMPD（上市前最小安全性項目）の導入

• 難分解性、高蓄積性でないが広範な地域に残留している化学物質（トリクロ
ロエチレン等）を「第二種特定化学物質」として規制

平成15年（2003年）人への健康影響に加えて動植物への影響の観点も含めた
審査・規制制度

• それらの影響のおそれがありえるとされた物質（監視化学物質）の全国数量
の把握制度

• 環境への放出可能性が小さい化学物質の審査の効率化（中間物等の特例
制度）等の導入

34化審法概要と平成21年改正以降の取組状況について(環境省)平成27年
https://www.env.go.jp/chemi/kagaku/sekoutenken/shiryou2.pdf



平成21年（2009年）改正化審法
改正の背景と必要性

1.   化学物質に対する関心の増大（国民の安心・安全）
2.   化学物質管理に関する国際目標達成の必要性
• 2020年までに、すべての化学物質による人の健康や環境への影響

を最小化（2002年環境サミット合意）
• 欧州では、新規制（REACH）が2007年に施行
• 化審法（1973年制定）では、それ以降の新規化学物質 についてす

べて事前審査を実施
• 一方、法制定前の既存化学物質については、国が一部安全性評

価を行ってきたが、多くの化学物質についての評価は未了。
3. 国際条約との不整合
• 国際条約（ストックホルム条約）で、禁止される対象物質について、

一部例外使用を認める合意がされた。
• 現行法では、例外使用の規定が制限的であり、本邦における必須

の用途が確保できないおそれ

35
化審法のスクリーニング評価・リスク評価の最新動向(平成 27年)環境省
http://www.nies.go.jp/risk/seminar/h270128/h270128data01.pdf



平成21年（2009年）改正化審法
改正の概要

1.   既存化学物質対策

• 既存化学物質を含むすべての化学物質について、一定数量以上製造・輸
入した事業者に対して、その数量等の届出を新たに義務付け。

• 国は、上記届出を受けて、詳細な安全性評価の対象となる化学物質を、
優先度を付けて絞り込む。これらについては、製造・輸入事業者に有害性
情報の提出を求め、人の健康等に与える影響を段階的に評価。

• その結果により、有害化学物質及びその含有製品を製造・使用規制等の
対象とする

2.   新規化学物質の審査・確認（低懸念高分子の確認制度）

• 生態系や人への健康影響が少ない高分子化合物について、確認制度を
導入し、簡素化

3.   化審法の国際整合性の確保

• 国際条約で追加される新規対象物質を厳格な管理の下で使用可能

36
化審法のスクリーニング評価・リスク評価の最新動向(平成27年)環境省
http://www.nies.go.jp/risk/seminar/h270128/h270128data01.pdf

(PFOS等の12物質を第一種特定化学物質に指定)



化審法におけるリスクとは

37
化審法のスクリーニング評価・リスク評価の最新動向(平成27年)環境省
http://www.nies.go.jp/risk/seminar/h270128/h270128data01.pdf

(ハザードベース管理からリスクベース管理へのシフト)



化審法
分解性・蓄積性・ヒトへの長期毒性/動植物への毒性

38
化審法のスクリーニング評価・リスク評価の最新動向(平成27年)環境省
http://www.nies.go.jp/risk/seminar/h270128/h270128data01.pdf

既存化学物質約20,000物質
審査済み新規化学物質約8,000物質

難分解・低濃縮

227物質(H29年4月3日)

31物質H28年4月1日

39物質H24年3月22日
(年間1kg以上)

(年間1トン以上)

(年間1トン以上)

(年間1kg以上)



第一種特定化学物質
規制の概要

• 第一種特定化学物質の製造・輸入の許可制

（試験研究用途や必要不可欠用途（ｴｯｾﾝｼｬﾙﾕｰｽ）以
外での製造・輸入は原則禁止）

• 試験研究用途や必要不可欠用途以外での第一種特
定化学物質の使用禁止

• 政令で指定している第一種特定化学物質の使用製品
の輸入禁止

• 法令に違反した製造者、輸入者、使用者に対する回
収措置命令、罰則

39

化審法概要と平成21年改正以降の取組状況について(環境省)平成27年
https://www.env.go.jp/chemi/kagaku/sekoutenken/shiryou2.pdf



第二種特定化学物質
規制の内容

• 第二種特定化学物質及び第二種特定化学物質使
用製品の製造・輸入予定数量の事前届出義務、
製造・輸入数量実績の届出義務

• 第二種特定化学物質及び政令指定製品の表示義
務。技術指針の遵守

• 届出者に対する予定数量の変更命令、勧告、報
告徴収、立入検査。取扱者への勧告

• 法令を違反した製造者、輸入者に対する罰則

40

化審法概要と平成21年改正以降の取組状況について(環境省)平成27年
https://www.env.go.jp/chemi/kagaku/sekoutenken/shiryou2.pdf



(まとめ)化審法の規制対象物質の種類
分解性・蓄積性・人健康影響・生態影響等の性状や環境中での残留状況

41

平成29年4月3日時点

化審法のスクリーニング評価・リスク評価の最新動向(平成 27年)環境省
http://www.nies.go.jp/risk/seminar/h270128/h270128data01.pdf

規制対象物質の種類 定義 物質数

第一種特定化学物質
難分解性、高蓄積性、人又は高次捕
食動物への長期毒性を持つ化学物質

31 (PCB等)

第二種特定化学物質
人又は生活環境動植物への長期毒性
を有し、相当広範な地域の環境中に
相当程度残留。

23 (トリクロロ
エチレン等)

監視化学物質
難分解性、高蓄積性を有する人又は
高次捕食動物への長期毒性は不明

39 (酸化水銀(II)
等）

優先評価化学物質
低蓄積性を有し、人又は生活環境動
植物への毒性がないとは言えない、
環境中に相当程度残留している

227 (フェノー
ル、ベンゼン等)

一般化学物質 上記以外の化学物質



化学物質排出把握管理促進法
(化管法) (PRTR法)

PRTR制度とSDS制度
Pollutant Release and Transfer Register

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/

42



化 管 法
第一章総則

（事業者の責務）
第四条

指定化学物質等取扱事業者は、第一種指定化学物質
及び第二種指定化学物質が人の健康を損なうおそれ
があるものであること等第二条第二項各号のいずれ
かに該当するものであることを認識し、かつ、化学
物質管理指針に留意して、指定化学物質等の製造、
使用その他の取扱い等に係る管理を行うとともに、
その管理の状況に関する国民の理解を深めるよう努
めなければならない

43

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律平成一一・七・一三法律八六

http://www.nite.go.jp/data/000007572.pdf



化管法
第二章 第一種指定化学物質の排出量等の把握等

（排出量等の把握及び届出）

44

第五条
２第一種指定化学物質等取扱事業者は、主務省令で
定めるところにより、第一種指定化学物質及び事業
所ごとに、毎年度、前項の規定により把握される前
年度の第一種指定化学物質の排出量及び移動量に関
し主務省令で定める次項を主務大臣に届け出なけれ
ばならない

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律平成一一・七・一三法律八六

http://www.nite.go.jp/data/000007572.pdf



化管法
第五章罰則

第二十四条

次の各号のいずれかに該当する者は、二十万円以下の過料
に処する

一 第五条第二項の規定による届出をせず、又は虚偽の届

出をした者

二 第十六条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を

した者 (性状及び取扱いに関する情報の提供)

45

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律平成一一・七・一三法律八六

http://www.nite.go.jp/data/000007572.pdf



化学物質管理指針第三

指定化学物質等の管理の方法及び使用の合理化並びに第一種指
定化学物質の排出の状況に関する国民の理解の増進に関する事
項 (リスク・コミュニケーションに関する事項)

(1) 体制の整備

(2) 情報の提供等

指定化学物質等取扱事業者は、第一種指定化学物質の排出

状況を含め、事業活動の内容、指定化学物質等の事業所内

における管理の状況等に関し、報告書の作成及び配布、説

明会の実施等による事業所周辺の住民等への情報の提供等

に努めることにより、国民の理解の増進を図ること

(3) 国民の理解の増進のための人材の育成

46http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/information/info2.html

指定化学物質等取扱事業者が講ずべき第一種指定化学物質等及び第二種指定化学物質等の管理に係る措置に
関する指針 平成一二・三・三〇環・通告一



PRTR制度とは
Pollutant Release and Transfer Register

化学物質 排出・ 移動量 届出制度

化学物質の排出・移動に関する情報を国が１年ごとに集計し、
公表する制度

届出(事業者)
• 環境中に排出した化学物質の量（排出量）

• 廃棄物などとして処理するために事業所の外へ移動させた量（移動量）

推計(国)
• 届出の対象とならない事業者や家庭、自動車などから環境中に排出され

ている対象化学物質の量

47

PRTRデータを読み解くための市民ガイドブック(平成25年度集計結果)
http://www.env.go.jp/chemi/prtr/archive/guidebook.html



PRTRデータの流れ

48

PRTRデータを読み解くための市民ガイドブック(平成25年度集計結果)
http://www.env.go.jp/chemi/prtr/archive/guidebook.html



社会全体で化学物質対策を
進める

49

PRTRデータを読み解くための市民ガイドブック(平成25年度集計結果)
http://www.env.go.jp/chemi/prtr/archive/guidebook.html

コミュニケーション



化管法の対象化学物質
・PRTR制度(排出・移動量 届出) 

・SDS制度(Safety Data Sheet : 安全データシート)

• 事業者が、対象化学物質等を他の事業者に譲渡・提供する
際には、その情報(SDS)を提供する義務がある

対象化学物質(562物質)
• 「第一種指定化学物質」：人や生態系への有害性(オゾン層破壊性を含

む)があり、環境中に広く存在する(暴露可能性がある)と認められる物
質として、462物質が指定(届出)

• 「特定第一種指定化学物質」：そのうち、発がん性、生殖細胞変異原
性及び生殖発生毒性が認められる15物質が指定(届出)

• 「第二種指定化学物質」：第一種指定化学物質と同じ有害性の条件に
当てはまり、製造量の増加等があった場合には、環境中に広く存在す
ることとなると見込まれる100物質が指定(届出の必要はない)

50
化学物質排出把握管理促進法
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/



第一種指定化学物質の例

揮発性炭化水素 ベンゼン、トルエン、キシレン等

有機塩素系化合物 ダイオキシン類、トリクロロエチレン等

農薬 臭化メチル、フェニトロチオン、クロルピ
リホス等

金属化合物 鉛及びその化合物、有機スズ化合物等

オゾン層破壊物質 CFC、HCFC等

その他 石綿等

51

化学物質排出把握管理促進法
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/

462物質



特定第一種指定化学物質
15物質

石綿

エチレンオキシド

カドミウム及びその化合物

六価クロム化合物

クロロエチレン（別名塩化ビニル）

ダイオキシン類

鉛化合物

ニッケル化合物

砒素及びその無機化合物

１，３－ブタジエン

２－ブロモプロパン

ベリリウム及びその化合物

ベンジリジン＝トリクロリド

ベンゼン

ホルムアルデヒド

52
化学物質排出把握管理促進法
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/



化管法SDS
(化管法SDS省令第3条)

1. 化学品及び会社情報

2. 危険有害性の要約

3. 組成及び成分情報

※含有する指定化学物質の名称、指定化学物質の種別、含有率（有効数字２桁）

4. 応急措置

5. 火災時の措置 11. 有害性情報

6. 漏出時の措置 12. 環境影響情報

7. 取扱い及び保管上の注意 13. 廃棄上の注意

8. ばく露防止及び保護措置 14. 輸送上の注意

9. 物理的及び化学的性質 15. 適用法令

10. 安定性及び反応性 16. その他の情報

※JIS Z7253: これらの項目名の番号、項目名及び順序を変更してはならない。

53

記載項目

化管法SDS制度 作成・提供方法
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/msds/4.html



ラベルで 提供する情報
(化管法SDS省令第5条)

• 指定化学物質の名称/製品名称

• 注意喚起語

• 絵表示

• 危険有害性情報

• 貯蔵又は取扱い上の注意

• 会社情報

54

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/msds/4.html

絵表示



PRTR制度 対象事業者

1.対象業種として政令で指定している24種類の業種
に属する事業を営んでいる事業者

2.常時使用する従業員の数が21人以上の事業者

3. 第一種指定化学物質の年間取扱量(*1)が1トン以上
（特定第一種指定化学物質は0.5トン以上)の事業所を
有する事業者等又は、他法令で定める特定の施設
（特別要件施設(*2) )を設置している事業者

55

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/3.html
PRTR制度 対象事業者

（*1）年間取扱量：対象物質の年間製造量と年間使用量を合計した量
（*2）特別要件施設：鉱山保安法により規定される特定施設、下水道終末処理施設、

一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理施設等

第二十四条で、届出をせず又は虚偽の届出をした者には罰則規定が適用



対象業種(24業種) 
1 金属鉱業 13 燃料小売業
2 原油・天然ガス鉱業 14 洗濯業
3 製造業 15 写真業
4 電気業 16 自動車整備業
5 ガス業 17 機械修理業
6 熱供給業 18 商品検査業
7 下水道業 19 計量証明業

(一般計量証明業を除く。)8 鉄道業
9 倉庫業(農作物を保管する場合又は貯

蔵タンクにより気体又は液体を貯蔵す
る場合に限る。)

20 一般廃棄物処理業
(ごみ処分業に限る。)

10 石油卸売業 21 産業廃棄物処分業(特別管理産業廃
棄物処分業を含む。)

11 鉄スクラップ卸売業(*)
(*)自動車用エアコンディショナーに封
入された物質を取り扱うものに限る。

22 医療業

23 高等教育機関(付属施設を含み、人
文科学のみに係るものを除く。)

12 自動車卸売業(*)
(*)自動車用エアコンディショナーに封
入された物質を取り扱うものに限る。

24 自然科学研究所

56http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/3.html



対象事業者が届け出るもの
(第一種指定化学物質の量)

57

PRTRデータを読み解くための市民ガイドブック(平成27 年度集計結果)
http://www.env.go.jp/chemi/prtr/archive/guidebook.html

移動

移動

排出

排出

排出



排出量・移動量の届出

58

化学物質の管理と環境保全のためにPRTRについて
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/files/PRTR_2012_panph.pdf



対象となる製品(取扱原材料・資材等)

• 対象化学物質(第一種指定化学物質)を一定割合以上(1質
量％以上。ただし、特定第一種のみ0.1質量％以上)含有す
る製品(化学薬品、染料、塗料、溶剤等)

• 事業者による取扱いの過程で対象化学物質が環境中に排出
される可能性が少ないと考えられる製品は例外的に把握の
対象外。

59

PRTR制度 対象化学物質 ❙対象商品
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/



PRTR制度と異なり、化管法SDS制度には業種の指定、常用

雇用者数及び年間取扱量の要件はありません

対象事業者の要件比較

化管法SDS制度 PRTR制度

対象業種 全ての業種が対象
政令で指定する対象業種
(24業種)

事業者規模
常用雇用者数にかかわらず対象
（小規模事業者も対象）

常用雇用者数21人以上の事業者
が対象

年間取扱量 年間取扱量にかかわらず対象
1トン以上が対象
(特定第一種は0.5トン以上)

60

まとめ
化管法PRTRとSDSの制度の比較

化管法SDS制度 対象事業者
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/msds/3.html



本日の内容
1. はじめに (p3-4)

2. リスクコミュニケーションと 環境報告(p6-17) 10m

3. 化学物質の安全管理と情報入手(p19-28) 15m

4. 化審法と化管法(p30-60) 35m

5. 岐阜県排出・移動量とPRTRマップ(p62-73) 40m

6. 安衛法1(表示・文書交付制度・GHS) (p75-84) 45m

7. 安衛法2(有機則・特化則・作業環境測定) (p86-111) 

毒物及び劇物取締法(p112-116) 60m

8. リスクアセスメント手法(p118-145) 1hr15m

9. 化学物質の削減対策事例(p147-156)1hr20m
61



5. 岐阜県
排出・移動量とPRTRマップ

62

http://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html

http://www.prtrmap.nite.go.jp/prtr/MainPage.do

(独) 製品評価技術基盤機構(NITE)化学物質管理セ
ンター計画課の許可を得て引用・編集した。

出典「PRTRマップ」

http://www.prtrmap.nite.go.jp/prtr/MainPage.do 
PRTRインフォメーション広場



都道府県別の排出量

63

順位 都道府県名
届出排出量

(t/年)
順位 都道府県名

届出排出量

(t/年)
順位 都道府県名

届出排出量

(t/年)

1 愛知県 10,897 17 岡山県 4,134 33 東京都 1,662

2 広島県 9,515 18 山口県 3,843 34 大分県 1,477

3 静岡県 7,544 19 長崎県 3,707 35 岩手県 1,429

4 埼玉県 7,347 20 滋賀県 3,425 36 山梨県 1,391

5 兵庫県 6,625 21 秋田県 3,308 37 宮城県 1,365

6 茨城県 6,603 22 福島県 2,938 38 和歌山県 1,029

7 福岡県 6,348 23 新潟県 2,718 39 山形県 762

8 千葉県 6,012 24 北海道 2,179 40 青森県 611

9 岐阜県 5,579 25 島根県 2,081 41 鳥取県 552

10 神奈川県 5,552 26 熊本県 2,038 42 鹿児島県 542

11 愛媛県 5,122 27 福井県 1,998 43 奈良県 484

12 栃木県 4,882 28 京都府 1,953 44 徳島県 473

13 三重県 4,755 29 石川県 1,902 45 高知県 467

14 香川県 4,517 30 佐賀県 1,864 46 宮崎県 467

15 群馬県 4,262 31 長野県 1,758 47 沖縄県 197

16 大阪府 4,151 32 富山県 1,713

排出年度2015年度（平成27年度）zenbussitugoukei

http://www2.env.go.jp/chemi/prtr/prtrinfo/contents/syuukei.jsp

PRTRインフォメーション広場グラフでデータをみる－集計表をみる－



平成27年度岐阜県
対象化学物質別の排出量・移動量
対象物質 排出量（kg/年；ダイオキシン類はmg-TEQ/年）

移動量（kg/年；ダイオキシン類はmg-TEQ/
年）

排出･移動量合計
物質

物質名 大気 公共用水域 土壌 埋立 合計 廃棄物移動 下水道への移動 合計
番号

1 300 トルエン 1274321 92 0 0 1274413 982784 9 982793 2257207

2 318 二硫化炭素 1400000 0 0 0 1400000 0 0 0 1400000

3 305 鉛化合物 47 504 0 1200000 1200551 65901 0 65901 1266452

4 80 キシレン 506796 15 0 0 506811 157403 0 157403 664214

5 186

ジクロロメ
タン（別名
塩化メチレ
ン）

266776 288 0 0 267064 117660 0 117660 384724

6 53
エチルベン
ゼン

352939 0 0 0 352939 29120 0 29120 382059

7 232
Ｎ，Ｎ－ジ
メチルホル
ムアミド

9085 0 0 0 9085 363421 0 363421 372506

8 20
２－アミノ
エタノール

1799 0 0 0 1799 199034 2 199036 200835

9 412
マンガン及
びその化合
物

1 6471 0 38000 44473 128463 0 128463 172935

10 411
ホルムアル
デヒド

9345 18 0 0 9363 116777 0 116777 126140

SUM 4158497 60560.44 0 1366788 5585846 3122672 2524.002 3125199 8711046

http://www2.env.go.jp/chemi/prtr/prtrinfo/contents/syuukei.jsp

PRTRインフォメーション広場グラフでデータをみる－集計表をみる－
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上位10品目



平成27年度岐阜県
対象化学物質別の排出量・移動量
対象物質 排出量（kg/年；ダイオキシン類はmg-TEQ/年）

移動量（kg/年；ダイオキシン類はmg-
TEQ/年）

排出･移動量合計物質

物質名 大気 公共用水域 土壌 埋立 合計 廃棄物移動 下水道への移動 合計
番号

1 318 二硫化炭素 1400000 0 0 0 1400000 0 0 0 1400000

2 300 トルエン 1274321 92 0 0 1274413 982784 9 982793 2257207

3 80 キシレン 506796 15 0 0 506811 157403 0 157403 664214

4 53
エチルベン
ゼン

352939 0 0 0 352939 29120 0 29120 382059

5 186

ジクロロメ
タン（別名
塩化メチレ
ン）

266776 288 0 0 267064 117660 0 117660 384724

6 281
トリクロロ
エチレン

64608 85 0 0 64693 32867 0 32867 97560

7 296
１，２，４
－トリメチ
ルベンゼン

51926 20 0 0 51946 4030 0 4030 55976

8 392
ノルマル－
ヘキサン

50824 0 0 0 50824 11586 11 11597 62421

9 240 スチレン 37178 0 0 0 37178 3972 39 4010 41189

10 384
１－ブロモ
プロパン

31330 150 0 0 31480 19600 0 19600 51080

SUM 4158497 60560.44 0 1366788 5585846 3122672 2524.002 3125199 8711046

http://www2.env.go.jp/chemi/prtr/prtrinfo/contents/syuukei.jsp

PRTRインフォメーション広場グラフでデータをみる－集計表をみる－
65

上位10品目



平成27年度岐阜県
対象化学物質別の排出量・移動量

66

対象物質 排出量（kg/年；ダイオキシン類はmg-TEQ/年）
移動量（kg/年；ダイオキシン類はmg-

TEQ/年） 排出･移動量
合計物質

物質名 大気 公共用水域 土壌 埋立 合計 廃棄物移動 下水道への移動 合計
番号

1 405 ほう素化合物 811 20855 0 89 21755 10217 76 10293 32048

2 1 亜鉛の水溶性化合物 20 8460 0 0 8480 6556 18 6574 15054

3 407

ポリ（オキシエチレン）
＝アルキルエーテル（ア
ルキル基の炭素数が１２
から１５までのもの及び
その混合物に限る。）

28 8055 0 0 8083 11630 0 11630 19713

4 412 マンガン及びその化合物 1 6471 0 38000 44473 128463 0 128463 172935

5 374
ふっ化水素及びその水溶
性塩

620 6447 0 0 7067 4300 0 4300 11367

6 272
銅水溶性塩（錯塩を除
く。）

0 1699 0 510 2209 60844 64 60908 63117

7 309 ニッケル化合物 0 1384 0 0 1384 10505 23 10528 11913

8 127 クロロホルム 20612 776 0 0 21388 39331 0 39331 60719

9 332 砒素及びその無機化合物 0 761 0 120000 120761 0 0 0 120761

10 13 アセトニトリル 1899 680 0 0 2579 36910 1500 38410 40989

SUM 4158497 60560.44 0 1366788 5585846 3122672 2524.002 3125199 8711046

http://www2.env.go.jp/chemi/prtr/prtrinfo/contents/syuukei.jsp

PRTRインフォメーション広場グラフでデータをみる－集計表をみる－

上位10品目



平成27年度岐阜県
対象化学物質別の排出量・移動量

対象物質 排出量（kg/年；ダイオキシン類はmg-TEQ/年）
移動量（kg/年；ダイオキシン類は

mg-TEQ/年） 排出･移動量
合計物質

物質名 大気 公共用水域 土壌 埋立 合計 廃棄物移動
下水道への

移動
合計

番号

1 300 トルエン 1274321 92 0 0 1274413 982784 9 982793 2257207

2 232
Ｎ，Ｎ－ジメ
チルホルムア
ミド

9085 0 0 0 9085 363421 0 363421 372506

3 20
２－アミノエ
タノール

1799 0 0 0 1799 199034 2 199036 200835

4 80 キシレン 506796 15 0 0 506811 157403 0 157403 664214

5 412
マンガン及び
その化合物

1 6471 0 38000 44473 128463 0 128463 172935

6 181
ジクロロベン
ゼン

539 0 0 0 539 121016 0 121016 121555

7 186
ジクロロメタ
ン（別名塩化
メチレン）

266776 288 0 0 267064 117660 0 117660 384724

8 411
ホルムアルデ
ヒド

9345 18 0 0 9363 116777 0 116777 126140

9 355
フタル酸ビス
（２－エチル
ヘキシル）

1261 0 0 0 1261 87185 0 87185 88446

10 395
ペルオキソ二
硫酸の水溶性
塩

0 50 0 0 50 76000 0 76000 76050

SUM 4158497 60560.44 0 1366788 5585846 3122672 2524.002 3125199 8711046

http://www2.env.go.jp/chemi/prtr/prtrinfo/contents/syuukei.jsp

PRTRインフォメーション広場グラフでデータをみる－集計表をみる－
67

上位10品目



個別事業場のデータをみる

68

国立大学法人岡山大学津島地区

https://www.env.go.jp/chemi/prtr/kaiji/index.htmlhttp://www2.env.go.jp/chemi/prtr/prtrinfo/contents/kankyo.jsp

出典 PRTRインフォメーション広場 グラフでデータをみる



名古屋大学東山地区
名古屋市千種区不老町

http://www2.env.go.jp/chemi/prtr/prtrmap/factory6_2.php

個別事業場のデータの例

69

ノルマル－ヘキサンクロロホルム 塩化メチレン
アセトニトリル



PRTRマップ濃度・排出量

出典「PRTRマップ」http://www.prtrmap.nite.go.jp/prtr/MainPage.do 

(平成26年度)

岐阜県水産会館
岐阜市薮田南１丁目１１−１２

70

二硫化炭素



PRTRマップ濃度・排出量(平成25年度)

岐阜県水産会館
岐阜市薮田南１丁目１１−１２

出典「PRTRマップ」http://www.prtrmap.nite.go.jp/prtr/MainPage.do 71

トルエン



heisei25nenndo

72

PRTRマップ濃度・排出量(平成25年度)

岐阜県水産会館
岐阜市薮田南１丁目１１−１２

出典「PRTRマップ」http://www.prtrmap.nite.go.jp/prtr/MainPage.do 

エチルベンゼン



PRTRマップ濃度・排出量(平成26年度)

岐阜県水産会館
岐阜市薮田南１丁目１１−１２

出典「PRTRマップ」http://www.prtrmap.nite.go.jp/prtr/MainPage.do 

ジクロロメタン

73



本日の内容
1. はじめに (p3-4)

2. リスクコミュニケーションと 環境報告(p6-17) 10m

3. 化学物質の安全管理と情報入手(p19-28) 15m

4. 化審法と化管法(p30-60) 35m

5. 岐阜県排出・移動量とPRTRマップ(p62-73) 40m

6. 安衛法1(表示・文書交付制度・GHS) (p75-84) 45m

7. 安衛法2(有機則・特化則・作業環境測定) (p86-111) 

毒物及び劇物取締法(p112-116) 60m

8. リスクアセスメント手法(p118-145) 1hr15m

9. 化学物質の削減対策事例(p147-156)1hr20m
74



• 譲渡又は提供する際の容器又は包装へのラベル表示

• 安全データシート(ＳＤＳ)の交付

• 化学物質等を取り扱う際のリスクアセスメント

75
安衛法に基づく表示・文書交付制度(1)
http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/130813-01-03.pdf

6.安衛法1(表示・文書交付制度・GHS)
（平成26年改正・平成28年6月1日施行）

人に対する一定の危険性又は有害性が明らかになって
いる労働安全衛生法施行令別表第９及び別表第３第1号
に掲げる640の化学物質について
(平成29年8月3日時点では663物質)
(平成29年8月3日公布・平成30年7月1日施行では672)



ラベル表示・文書交付の対象物質

(平成29年８月３日現在で義務となっているもの)

1 ラベル表示義務の対象物質(663物質及び含有する混合物）

（1）製造許可の対象物質（7物質）

（2）安衛法施行令で定める表示義務対象物質（656物質）

（3）上記物質を含有する混合物(対象物質ごとに裾切値※）
※物質含有量がその値未満の場合、表示・文書交付の義務の対象とならない

2ラベル表示・文書交付の努力義務の対象となる物質

表示義務又は文書交付義務の対象物質以外の危険有害性※を有
する全ての化学物質及び含有する混合物
※ JIS Z 7253 において、危険有害性クラス、危険有害性区分及びラベル要素
が定められた物理化学的危険性又は健康有害性を有するもの

76
安衛法に基づく表示・文書交付制度(1)
http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/130813-01-03.pdf



77

ラベル表示・ＳＤＳ交付制度の適用除外

主として一般消費者の生活の用に供される製品は除く。

①医薬品医療機器等法に定められている医薬品・医薬

部外品、化粧品

②農薬取締法に定められている農薬

③労働者による取り扱いの過程において固体以外の状

態にならず、かつ、粉状又は粒状にならない製品

④対象物が密封された状態で取り扱われる製品

⑤一般消費者のもとに提供される段階の食品

(労働者が表示対象物にばく露するおそれのある作業

が予定されるものについては適用除外とならない)。

安衛法に基づく表示・文書交付制度(1)
http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/130813-01-03.pdf



安衛法における表示・文書交付制度
ＳＤＳ記載事項(JIS Z7253に準拠して記載)

①名称(化学物質又は製品の名称)

②成分及びその含有量(各成分のうち文書交付義務対象物質に該当するもの)(文書交付
義務対象物質以外の成分及びその含有量についてもできる限り記載）

③物理的及び化学的性質(外観・pH・融点・凝固点・沸点初留点・引火点等)

④人体に及ぼす作用(急性毒性・皮膚腐食性・刺激性等の有害性に関する情報)

⑤貯蔵又は取り扱い上の注意(適切な保管条件・取り扱い上の注意等の情報)

⑥流出その他の事故が発生した場合の応急措置(緊急・火災・漏出時の措置)

⑦通知を行う者の氏名、住所及び電話番号

⑧危険性又は有害性の要約(GHS分類による危険有害性クラス、危険有害性区分、標章
(絵表示)、注意喚起語、危険有害性情報及び注意書きに対してGHS附属書3又はJIS Z 
7253附属書Aにより割り当てられた絵表示と文言)

⑨安定性及び反応性(危険性情報:避けるべき条件・混触危険物質・予想される危険有
害な分解生成物）

⑩適用される法令(法令の名称及び当該法令に基づく規制に関する情報)

⑪その他参考となる事項(当該物を取り扱う上で重要な事項)

78
安衛法に基づく表示・文書交付制度(1)
http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/130813-01-03.pdf

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen_pg/GHS_MSD_FND.aspxのモデルSDS参照

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen_pg/GHS_MSD_FND.aspx


G H S
(The Globally Harmonized System of Classification and Labelling 

of Chemicals)

化学品の分類および表示に関する世界調和システム

• 国連GHS小委員会で検討され、2002年に国連GHS文書として
策定、2003年発行(以降、2年ごとに改訂、2017年改訂第7版)

• (日本) 2001年にGHS関係省庁連絡会議が発足

• 国連GHS文書の翻訳、分類マニュアル及びガイダンスの作成、
関係各省によるGHS分類事業

• GHSに基づいたラベル及びSDSを実施するために、安衛法や
化管法を改正し、日本工業規格（JIS）を整備

79

化学物質の危険有害性の分類及びラベル、安全データシート
(SDS)による情報伝達に関する国際的に調和されたシステム

nite 化学物質管理(GHS関連情報)
http://www.safe.nite.go.jp/ghs/ghs_index.html

・JISZ7252「化学物質等の分類方法」
・JISZ7253「ラベル・作業場内の表示・SDS」

職場の安全サイト http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/kag/ankg_ghs.htm



GHS分類と用語(例)

80

GHS の危険有害性クラス

化管法に基づくSDS・ラベル作成ガイド事業者向けGHS分類ガイダンス・GHS混合物分類判定システム2016
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/information/seminar2015/kakanhouSDS_guidance201
5.pdf



81

GHS分類とラベル
9種類の絵表示(Pictograms)で危険有害性クラス及び危険有害性区分に応じ表示

化管法に基づくSDS・ラベル作成ガイド事業者向けGHS分類ガイダンス・GHS混合物分類判定システム2016
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/information/seminar2015/kakanhouSDS_guidance201
5.pdf



急性毒性値(推定値) に基づく区分

ATE(acute toxicity estimate)

82

毒物 劇物

GHS対応ラベルおよびSDSの作成マニュアル 厚生労働省平成24年6月
http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/GHSmanual.pdf

吸入4hr

吸入4hr

吸入4hr

毒劇法判定基準の改正2017年06月19日http://www.nihs.go.jp/law/dokugeki/dokugeki.html

平成29年11月「GHS対応化管法･安衛法･毒劇法におけるラベル表示・SDS提供制度」では区分5は記載なし

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/files/GHSpamphlet2017.pdf



GHS分類の比較
毒物と劇物

83

GHS対応ラベルおよびSDSの作成マニュアル 厚生労働省
http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/GHSmanual.pdf



84

(まとめ) 区分とラベル要素の関係

(例)急性毒性(経口)

化管法に基づくSDS・ラベル作成ガイド事業者向けGHS分類ガイダンス・GHS混合物分類判定システム
2016http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/information/seminar2015/kakanhouSDS_guidanc
e2015.pdf



本日の内容
1. はじめに (p3-4)

2. リスクコミュニケーションと 環境報告(p6-17) 10m

3. 化学物質の安全管理と情報入手(p19-28) 15m

4. 化審法と化管法(p30-60) 35m

5. 岐阜県排出・移動量とPRTRマップ(p62-73) 40m

6. 安衛法1(表示・文書交付制度・GHS) (p75-84) 45m

7. 安衛法2(有機則・特化則・作業環境測定) (p86-111) 

毒物及び劇物取締法(p112-116) 60m

8. リスクアセスメント手法(p118-145) 1hr15m

9. 化学物質の削減対策事例(p147-156)1hr20m
85



労働安全衛生法

1. 有機溶剤中毒予防規則 (有機則)

2. 特定化学物質障害予防規則 (特化則)

3. 作業環境測定

86

7. 安衛法2(有機則・特化則・作業環境測定)
毒物及び劇物取締法



有機則

87http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/html/hourei/search1.html

法令等データベースサービス －法令検索－

1. 有機溶剤中毒予防規則
(昭和四十七年九月三十日)

(労働省令第三十六号)



http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/120815-01.pdf

有機溶剤を正しく使いましょう 厚生労働省
88

有機溶剤を正しく使いましょう



http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/120815-01.pdf

有機溶剤を正しく使いましょう 厚生労働省
89

有機則では取り扱いの際に



http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/120815-01.pdf

有機溶剤を正しく使いましょう 厚生労働省
90



91http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/120815-01.pdf

有機溶剤を正しく使いましょう 厚生労働省



92http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/120815-01.pdf

有機溶剤を正しく使いましょう 厚生労働省



有機溶剤の許容消費量

「消費量は取扱量」と見なされ、通常、取扱量によっては適用除外されない。
研究所が適用除外になるのは「有機溶剤作業主任者」の選任義務だけであり、作業場所とし
ての適用除外はない。一般財団法人 環境イノベーション情報機構 EICネット

http://www.eic.or.jp/qa/?act=view&serial=16751

http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/120815-01.pdf
有機溶剤を正しく使いましょう 厚生労働省

93

(7×7×3≒150)×2/5≒60 g

(7×7×3≒150)×1/15=10 g

(7×7×3≒150)×3/2≒225 g



http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/120815-01.pdf
有機溶剤を正しく使いましょう 厚生労働省
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95http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/120815-01.pdf
有機溶剤を正しく使いましょう 厚生労働省
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http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/120815-01.pdf
有機溶剤を正しく使いましょう 厚生労働省



http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/120815-01.pdf
有機溶剤を正しく使いましょう 厚生労働省
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98
http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/120815-01.pdf
有機溶剤を正しく使いましょう
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有機則の対象となる
有機溶剤54種類

http://www.mhlw.go.jp/new-
info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/
120815-01.pdf

有機溶剤を正しく使いま
しょう
厚生労働省

99



特化則

2. 特定化学物質障害予防規則

(昭和四十七年九月三十日)

(労働省令第三十九号)

100

法令等データベースサービス －法令検索－

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/html/hourei/search1.html



特定化学物質の種類
第１類物質(8種類)

• がん等の慢性障害を引き起こす物質のうち、特に有害性
が高く、製造工程で特に厳重な管理(製造許可)を必要と
するもの

第２類物質(ジクロロメタン：H2608月交付11月施行)

• がん等の慢性障害を引き起こす物質のうち、第１類物質
に該当しないもの(37種類)

第３類物質(9種類)

• 大量漏えいにより急性中毒を引き起こす物質

101http://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-29-1-0.htm



主な措置の概要
• 発散抑制措置(第１類物質及び第２類物質)

• 漏えいの防止措置(第３類物質等)

• 作業主任者の選任(第１類物質、第２類物質及び第３類物質)

• 作業環境測定の実施(第１類物質及び第２類物質)

• 健康診断の実施(第１類物質及び第２類物質)

102http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei20/dl/04.pdf

特定化学物質障害予防規則の概要



http://www.epc.osaka-u.ac.jp/pdf/sagyoukannkyou.pdf
http://www.chemicoco.go.jp/law_link.html?lw=1
8

chemicoco環境省ここから探せる化学物質情報

特定化学物質と有機溶剤一覧及び管理濃度

103



104

法令等データベースサービス －法令検索－

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/html/hourei/search1.html

労働安全衛生法
3. 作業環境測定

第四章 労働者の危険又は健康障害

を防止するための措置



作業環境測定
(事業者の行うべき調査等)

第二十八条の二

事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、
建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等
による、又は作業行動その他業務に起因する危
険性又は有害性等を調査し、その結果に基づい
て、この法律又はこれに基づく命令の規定によ
る措置を講ずるほか、労働者の危険又は健康障
害を防止するため必要な措置を講ずるように努
めなければならない

105



化学物質の健康影響と管理

106

暴露量有害性= X

健康管理 作業環境管理
• 作業環境測定

(A測定/B測定)

• 管理区分

• 暴露濃度測定

• シュミレーション

作業管理
• 作業方法・工程
• 行動・動線
• 作業時間の短縮
• 設備
• 教育・訓練など

• 健康診断

• バイオモニタリング

• 配置転換

• 使用中止

• 使用量削減

• 代替

(化学物質固有の性質)

健康影響(リスク)



作業場の種類
（労働安全衛生法施行令第21条）

関係規則 測定の種類 測定回数
記録の保
存年数

①＊
土石、岩石、鉱物、金属又は炭素の粉じん
を著しく発散する屋内作業場

粉じん則26条
空気中の濃度及び粉じん
中の遊離けい酸含有率

6月以内ごとに1回 7

2 暑熱、寒冷又は多湿屋内作業場 安衛則607条 気温、湿度及びふく射熱
半月以内ごとに1
回

3

3 著しい騒音を発する屋内作業場
安衛則590、591

条
等価騒音レベル 6月以内ごとに1回 3

4 坑内の作業場 省略 省略 省略 省略

5
中央管理方式の空気調和設備を設けている
建築物の室で、事務所の用に供されるもの

省略 省略 省略 省略

6 放射線業務を行う作業場 省略 省略 省略 省略

⑦＊

特定化学物質（第1類物質又は第2類物質）
を製造し、又は取り扱う屋内作業場等

特化則36条
第1類物質又は第2類物質
の空気中の濃度

6月以内ごとに1回

3
特定の物質
については

30年間

石綿等を取扱い、若しくは試験研究のため
製造する屋内作業場

石綿則36条
石綿の空気中における濃
度

6月以内ごとに1回 40

⑧＊ 一定の鉛業務を行う屋内作業場 省略 省略 省略 省略

9
酸素欠乏危険場所において作業を行う場合
の当該作業場

省略 省略 省略 省略

⑩＊
有機溶剤（第1種有機溶剤又は第2種有機溶
剤）を製造し、又は取り扱う屋内作業場

有機則28条 当該有機溶剤の濃度 6月以内ごとに1回 3

作業環境測定を行うべき場所と測定の種類等

・ ○印で囲まれている数字は、作業環境測定士による測定が義務付けられている指定作業場であることを示す。
・ 9の酸素欠乏危険場所については、酸素欠乏危険作業主任者（第2種酸素欠乏危険作業にあっては、酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者）

に行わせなければならない。
・ ＊印は、作業環境評価基準の適用される作業場を示す。

107
（社）日本作業環境測定協会 http://www.jawe.or.jp/sagyou/kanri/wem.html



A測定：有害物質濃度の空間的・時間的な変動の平均
的な状態を把握するための測定
B測定：発生源の近くで作業・A測定を補完・作業者
の暴露が最大と考えられる場所の濃度測定
A測定点 ：無作為に抽出・測定点は等間隔（6m以
下）で引いた線と線の交点(測定点：5点以上)
B測定点：作業者の暴露が最大と判断される場所・時
間 (サンプリング時間：10分)

108

作業環境測定法

作業環境測定基準（昭和51年労働省告示第46号）

http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11201000-Roudoukijunkyoku-
Soumuka/0000145153.pdf



A測定

第1評価値＜ 管理濃度
第2評価値≦管理濃度

≦第1評価値
第2評価値＞ 管理濃度

B測定値＜ 管理濃度 第1管理区分 第2管理区分 第3管理区分

B測定
管理濃度≦ B測定値

≦ 管理濃度 × 1.5
第2管理区分 第2管理区分 第3管理区分

B測定値＞ 管理濃度 

× 1.5
第3管理区分 第3管理区分 第3管理区分

A測定及びB測定
を実施した場合

A測定

第1評価値＜ 管理濃度
第2評価値≦管理濃度

≦第1評価値
第2評価値＞ 管理濃度

第1管理区分 第2管理区分 第3管理区分

A測定のみを実施
した場合

測定結果の評価と管理区分
第1評価値：気中有害物質の濃度の高濃度側から5%濃度の推定値
第2評価値：気中有害物質の算術平均濃度の推定値(第3管理区分と第2管理区分の境界値)

作業環境評価基準

法令等データベースサービス（例）－法令検索－

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/html/hourei/search1.html 109
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(測定)
測定の結果
の記録の保
存（安衛法
第65条第1
項・第5
項）

(評価)
測定の評価
の記録の保
存（安衛法
第65条の2
第1項）

第1管理区分

作業環境管
理が適切で
あると判断
される状態

現在の作業環
境管理の継続
的維持に努め
る

2年以上継
続 所轄労働

基準監督
署長の許
可

簡易測定
(作業環境測定
基準)

1年6ヶ月
以上継続

局排風量減少(
有機溶剤業務)

第2管理区分

作業環境管
理になお改
善の余地が
あると判断
される状態

点検の実施
（努力義務）

改善措置(努力義務)

第3管理区分

作業環境管
理が不適切
であると判
断される状
態

1. 有効な保護具の使用(応
急措置)

2. 健康診断の実施(著しい
暴露を受けた場合で産
業医等が必要と認めた
場合：有機則・特化
則・粉じん則・石綿則)

点検の実施
（直ちに）

改善措置 効果確認のための測定・評
価

作業環境測定の評価に基づいて
行う事業者の措置



• 有害化学物質の製造・使用を中止・有害性の少ない
物質への転換

• 有害な生産工程・作業方法の改良による有害物発散
の防止

• 有害物質を取扱う設備の密閉化と自動化
• 有害な生産工程の隔離と遠隔操作の採用
• 局所排気装置又はプッシュプル型換気装置の設置
全体換気装置の設置

• 作業行動の改善による異常ばく露と不要な発散の防止

作業環境管理の改善方法

111

中災防よくあるご質問
http://www.jisha.or.jp/oohsc/q_a/q_01.html

(評価結果が第3管理区分の場合)



毒物及び劇物取締法
毒物又は劇物の取扱（法第１１条）
• 毒物劇物の盗難・紛失・漏洩等を防ぐのに必要な措置を講じなければ

なりません。 また、飲食物の容器に使用される物を毒物劇物の容器と
して使用してはいけません。

毒物又は劇物の容器、被包への表示義務（法第１２条第１項、第３項）
• 毒物劇物の容器、被包及び貯蔵・陳列場所に「医薬用外毒物」「医薬

用外劇物」の表示が必要です。
廃棄、運搬等についての技術上の基準（法第１５条の２、法第１６条）
• 毒物劇物の廃棄、運搬、貯蔵等にあたっては、技術上の基準に従う必

要があります。
事故の際の措置（法第１６条の２）
• 毒物劇物の漏洩等の事故が発生した場合には、保健所、消防署又は警

察署に直ちに届け出るとともに、必要な応急の措置を講じる必要があ
ります。 また、盗難・紛失事故が発生した場合には、直ちに警察署に
届け出る必要があります。

112http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/gaiyou/kisei/gyoumuhitodoke.html

毒物及び劇物取締法の規制の概要 (厚生労働省 医薬・生活衛生局化学物質安全対策室)



http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/gaiyou/kisei/zyoubun/pdf/11.pdf

毒物及び劇物取締法参照条文
113

(業務上取扱者)



毒物劇物の保管方法
専用設備に保管する

114
http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/manu/manu.pdf
毒劇物等盗難防止マニュアル 厚生労働省

2)1)



毒物劇物の取り扱い(例)

115

http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000021840.pdf

化学物質の適正な評価・管理と安全性の確保について 厚生労働省医薬食品局(平成25年度)

1)

2)

3)



http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000021840.pdf

化学物質の適正な評価・管理と安全性の確保について 厚生労働省医薬食品局(平成25年度) 116

(まとめ)毒物及び劇物取締法の概略



本日の内容
1. はじめに (p3-4)

2. リスクコミュニケーションと 環境報告(p6-17) 10m

3. 化学物質の安全管理と情報入手(p19-28) 15m

4. 化審法と化管法(p30-60) 35m

5. 岐阜県排出・移動量とPRTRマップ(p62-73) 40m

6. 安衛法1(表示・文書交付制度・GHS) (p75-84) 45m

7. 安衛法2(有機則・特化則・作業環境測定) (p86-111) 

毒物及び劇物取締法(p112-116) 60m

8. リスクアセスメント手法(p118-145) 1hr15m

9. 化学物質の削減対策事例(p147-156)1hr20m
117



(平成28年6月1日施行)改正安衛法

118
化学物質と環境に関する政策対話 第9回 平成27年12月25日
https://www.env.go.jp/chemi/communication/seisakutaiwa/

※特別規則 局排等対策・保護具・健康診断・作業環境測定等を事業者に義務付け

※

一般的健康障害防止措置（法第
22条）有害原因除去・ガス等発
散抑制、保護具の備付け等

663 as of 

H290803

8. リスクアセスメント手法



1) 定性的リスクアセスメント

(1) マトリクスを用いた方法

(2) 数値化による加算法

(3) コントロール・バンデング

2) 労働安全衛生法57条の3第3項の指針に基づく

リスクアセスメント (実測値のない場合とある場合)

3) 定量的リスクアセスメント(HQ/MOE/VSD)

(閾値がある場合とない場合)

119

リスクアセスメント手法



リスクアセスメント (1)

120http://anzeninfo.mhlw.go.jp/index.html

1 2
ツールを使ってみよう

職場の安全サイト



1 リスクアセスメント

121http://anzeninfo.mhlw.go.jp/risk/risk_index.html

30種類の作
業・業種別

(1) マトリック
スを用いた
方法

(2) 数値化によ
る加算法



http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/110405-1_01.pdf 122

(1) マトリクスを用いた方法
「負傷又は疾病の重篤度」と「発生可能性の度合」をそれぞれ横軸と縦軸とした表（行列：
マトリクス）に、あらかじめ重篤度と可能性の度合に応じたリスクの程度を割り付けておき、
見積対象となる負傷又は疾病の重篤度に該当する列を選び、次に発生可能性の度合に
該当する行を選ぶことにより、リスクを見積もる方法

(2)数値化による加算法
「負傷又は疾病の重篤度」と「発生可能性の度合」を一定の尺度によりそれぞれ数値化し、
それらを数値演算（かけ算、足し算等）してリスクを見積もる方法

事例でわかる
職場のリスクア
セスメント(厚生
労働省)



リスク低減措置の実施例

123
事例で分かる職場のリスクアセスメント
http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/110405-1_01.pdf



2 リスクアセスメント実施支援ツール
化学物質の有害性に関する簡易なリスクアセスメント

(3)コントロール・バンディング

・ILOが有害な化学物質から労働者の健康を保護するために開発

した化学物質の簡単・実用的なリスクアセスメント管理手法

・化学物質の有害性とばく露情報の組み合わせに基づいてリス

クを評価し、必要な管理対策の区分(バンド)を示す方法

特徴 (粉じん等が生ずる作業については、別プログラム)

・労働者の化学物質へのばく露濃度等を測定しなくても使用

可能

・許容濃度等・化学物質のばく露限界値がなくても使用可能

・化学物質の有害性情報は必要
124http://anzeninfo.mhlw.go.jp/ras/user/anzen/kag/ras_start.html



コントロール・バンディング

125
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12602000-Seisakutoukatsukan-
Sanjikanshitsu_Roudouseisakutantou/0000025152.pdf

4段階

④
③
②

①



液体または粉体を扱う作業
（鉱物性粉じん、金属粉じん等を生ずる作業を除く。）

126http://anzeninfo.mhlw.go.jp/ras/user/anzen/kag/ras_start.html

鉱物性粉じん、金属粉じん等の生ずる作業
(粉じん則に定める粉じん作業を対象)

リスクアセスメント実施支援システム （コントロール・バンディング）

①

②

③



リスクアセスメント実施例
Step 1

127



化学物質名の入力
Step 2

128



化学物質の有害性ランク(リスクレベル)

Step 3

129



結果(作業のリスクレベルと対策シート)

Step 4

130



結果 リスクアセスメント実施レポート
(概 要)

131



結果 リスクアセスメント実施レポート
(各レベル)

132



対策シート400

一般原則

(リスクレベル4・特殊)

133



対策シートSk100
一般原則

皮膚や眼に有害な化学物質に対する保護具

134



対策シートR400
呼吸用保護具の選び方と使い方(抜粋)

(呼吸用保護具の種類)

135



労働安全衛生法

57条の3第3項

• 化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11300000-

Roudoukijunkyokuanzeneiseibu/0000077404.pdf

• 化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針について

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-

Roudoukijunkyoku/0000098259.pdf

• 健康障害防止のための化学物質リスクアセスメントのすすめ方(平成21 年3月)
http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei14/dl/kagaku3.pdf

• 作業環境測定値、個人ばく露測定値、生物学的モニタリング値及び実測値なし

の場合について比較した例
http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei14/dl/kagaku4_0015.pdf

136

リスクアセスメントの実施
＜平成27 年9月18 日公示・平成28 年6 月1 日施行＞



指針 (別紙 3)
2 化学物質による有害性に係る

定性的リスクリスクアセスメント

(1) 化学物質等による有害性のレベル分け

HL(hazard level) Ａ, B, C, D, Ｅの5段階 (GHS分類)

(2) ばく露レベル(EL)の推定(アイウの3ステップ)

ア 作業環境レベル(ML)の推定

イ 作業時間・作業頻度のレベル(FL)の推定

ウ ばく露レベル(EL)の推定

(3) リスクの見積り (HL×EL)

137

例5 (EL4：実測値がない場合)



例5 有害性とばく露量を相対的に尺度化・

リスクを見積もる

138

(1)SDSのGHS分類から有害性のレベル(HL)を区分

http://www.mhlw.go.jp/file/06-
Seisakujouhou-11300000-
Roudoukijunkyokuanzeneiseibu/00000
99625.pdf

化学物質を取扱う事業場の皆さまへ
労働災害を防止するためリスクアセス
メント を実施しましょう
労働安全衛生法が改正されました
（平成28年6月1日施行）



例5 つづき

139

(2)ア作業環境レベルとイ作業時
間からウばく露レベル(EL)を推定

作業環境レベル＝(取扱量)＋
(揮発性・飛散性)－(換気)

(3)有害性レベル(HL)とばく露
レベル(EL)からリスクの見積り

EL
HL

V IV III II I

E 5 5 4 4 3

D 5 4 4 3 2

C 4 4 3 3 2

B 4 3 3 2 2

A 3 2 2 2 1

高

低

リスク低減の優先順位
(高～低)  5-4-3-2-1

(1) 有害性レベルHL(Ａ, B, C, D, Ｅ)と
(2) ばく露レベルEL(Ⅴ,Ⅳ,Ⅲ,Ⅱ,Ⅰ)を組合せ、

リスク(5-4-3-2-1)を見積る

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11300000-Roudoukijunkyokuanzeneiseibu/0000099625.pdf



リスクレベル (RL)と対策

(RL) 5 耐えられないリスク
・リスクが低減されるまで、作業を原則禁止

(RL) 4  大きなリスク
・リスクが低減されるまで、作業を開始しない・リスク低減対

策をとったときは、実測値を用いた再アセスメントを行い、
RL2以下を確認

(RL) 3 中程度のリスク
・リスク低減対策を実施する期限を決め、期限内に実行

(RL) 2 許容可能なリスク
・現状のRLを維持するため設備の点検・保守・管理を実施

(RL) 1 些細なリスク
・現状のRLを維持するため設備の点検・保守・管理を実施

(RL) S  眼と皮膚に対するリスク(HLがSの場合)

・適切な個人用保護具を着用 140



指針 (別紙 3) 
化学物質等による有害性に係る

リスク見積りについて
1 定量的評価について

• (EL1) 作業環境測定値
• (EL2) 個人ばく露測定結果(8時間加重平均濃度)
• (EL3) 生物学的モニタリングの測定データ 141

(1) ばく露限界の設定がなされている化学物質の場合、労働者の
ばく露量を測定又は推定し、ばく露限界と比較する

リスクは許容範囲を超えているリスクは許容範囲内であるとみなす

ばく露濃度

ばく露限界

ばく露量 高



暴露レベル(EL)の見積もり方法
(実測値がある場合-1) WL×FL

• 作業環境測定データ (EL1) (括弧内は指針例5)

142

WL e d c b a

管理濃度に
対する倍数

1.5倍以上
～

5倍未満

1.0倍以上
～

1.5倍未満

0.5倍以上
～

1.0倍未満

0.1以上
～

0.5倍未満
0.1倍未満

WL
FL (hr)

e d c b a

i(>400) 5 (V) 4 (IV) 3 (III) 2 (II) 2 (II)

ii(100-400) 5 (V) 4 (IV) 3 (III) 2 (II) 2 (II)

iii(25-100) 5 (V) 3 (III) 3 (III) 2 (II) 2 (II)

iv(10-25) 4 (IV) 3 (III) 2 (II) 2 (II) 1 (I)

v(10) 3 (III) 2 (II) 2 (II) 1 (I) 1 (I)

健康障害防止のための化学物質リスクアセスメントのすすめ方(平成21年3月) 
http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei14/dl/kagaku3.pdf



(実測値がある場合-2) WL×FL

• 個人ばく露濃度の測定データ (EL2)

(個人サンプラーなどの方法による)

• 生物学的モニタリングの測定データ (EL3)

(安衛法第66条第2項による特殊診断による代謝物等)

143

WL e d c b a

許容濃度等(EL2)
又はBEI(EL3)に

対する倍数
1.5倍以上

1.0以上
～

1.5倍未満

0.5倍以上
～

1倍未満

0.1以上
～

0.5倍未満
0.1倍未満

※ 許容濃度等：ACGIH・日本産業衛生学会の許容濃度勧告値
※ ＢＥＩ：生物学的ばく露指標値

健康障害防止のための化学物質リスクアセスメントのすすめ方(平成21 年3月) 
http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei14/dl/kagaku3.pdf



3. 定量的リスクアセスメント
(閾値がある場合)

• HQ(ハザード比) = 体重1kg 当たりの暴露量 (mg/kg/日) 
÷評価基準値 (経口) (mg/kg/日)

 >=  1(懸念あり)   < 1 (懸念なし) 

• MOE(暴露幅) =NOAEL (無毒性量) ÷EHE (ヒトの推定暴
露量)

 =< UFs (不確実係数積) 懸念あり

 >   UFs (不確実係数積) 懸念なし

144

HQ : Hazard Quotient

MOE : Margin of Exposure EHE: Estimated Human Exposure

NOAEL: No Observed Adverse Effect Level

化学物質のリスク評価について－よりよく理解するために－3

http://www.nite.go.jp/chem/shiryo/ra/about_ra3.html



化学物質に一生涯暴露した場合に増加
する発がん確率

発がんリスク増分(例えば、10,000人当たり1人)

• 経口暴露量 (摂取量)×スロープファクター (mg/kg/日)-1

• 経気暴露量 (暴露濃度)×ユニットリスク (μg/m3)-1

実質安全量 (VSD) ≓ 発がんリスク増分が10 万分の1 となる暴
露量(発がんリスク増分がどの程度なら安全か)

VSDと大気中濃度を比較

・リスクあり > 1

・リスクなし =<1

PRTRマップ(濃度・排出量)

145

VSD：Virtually Safe Dose

(閾値がない場合)

(事業者のみなさんへ)化学物質のリスク評価の
ためのガイドブック付属書

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_manage
ment/law/prtr/pdf/guidebook_fuzokusho.pdf



本日の内容
1. はじめに (p3-4)

2. リスクコミュニケーションと 環境報告(p6-17) 10m

3. 化学物質の安全管理と情報入手(p19-28) 15m

4. 化審法と化管法(p30-60) 35m

5. 岐阜県排出・移動量とPRTRマップ(p62-73) 40m

6. 安衛法1(表示・文書交付制度・GHS) (p75-84) 45m

7. 安衛法2(有機則・特化則・作業環境測定) (p86-111) 

毒物及び劇物取締法(p112-116) 60m

8. リスクアセスメント手法(p118-145) 1hr15m

9. 化学物質の削減対策事例(p147-156)1hr20m
146



エコアクション２１地域事務局ぎふ
特定非営利活動法人岐阜環境カウンセラー協議会
〒500-8289 岐阜県岐阜市須賀1丁目1-5 サンメッセビル3B
TEL：058-272-0408
https://www.gifu-ec.jp/

3. 環境省「PRTR対象化学物質の排出削減に向けた取組事例集」
(平成17年8月)

1. 環境省「エコアクション２１ガイドライン2017年版」

一般財団法人 持続性推進機構エコアクション21中央事務局から許可を得て引用した。

2. 化学物質の排出削減対策取組事例集
(平成２４年度製品評価技術基盤機構委託事業)

147

https://www.env.go.jp/chemi/prtr/archive/jireisy
u/jireisyu.html

9. 化学物質の削減対策事例

http://www.nite.go.jp/data/000007603.pdf

https://www.gifu-ec.jp/


環境への取組の自己チェック表(項目1)

148

１．事業活動へのインプットに関する項目
１）省エネルギー
①エネルギーの効率的利用及び日常的なエネルギーの節約
②設備機器などの適正管理
③設備の入替・更新時及び施設の改修に当たっての配慮
２）省資源
３）水の効率的利用及び日常的な節水
４）化学物質使用量の抑制及び管理
２．事業活動からのアウトプットに関する項目
１）温室効果ガスの排出抑制、大気汚染などの防止
①温室効果ガスの排出抑制
②大気汚染物質の排出抑制
２）廃棄物等の排出抑制、リサイクル、適正処理
①廃棄物の発生そのものを抑える取組
②リサイクルの促進
③産業廃棄物などの適正処理

http://ea21.jp/ea21/guideline/

環境省「エコアクション２１ガイドライン2017年版」
一般財団法人 持続性推進機構エコアクション
21中央事務局から許可を得て引用した。

事業者と社会の持続的な成長を実現するために、環境省が進めている
環境マネジメントシステムであり、エコアクション21認証・登録制度

エコアクション21とは



環境への取組の自己チェック表(項目2)

149

３）排水処理

４）その他生活環境に係る保全の取組など

３．製品及びサービスに関する項目

１）グリーン購入（環境に配慮した物品などの購入、使用など）

２）製品及びサービスにおける環境配慮

①設計、計画などにおける取組

②出荷、輸送などにおける取組

③製品の回収・リサイクル

④環境配慮型商品等の販売及び情報提供

４．その他

１）生物多様性の保全と持続可能な利用のための取組

２）環境コミュニケーション及び社会貢献

①環境コミュニケーション

②社会貢献

３）施主・事業主における建築物の増改築、解体などに当たっての環境配慮

①設計者及び施工業者（工務店、建設会社など）への依頼・協力要請

②既存建築物が及ぼす環境への影響を予防、低減するための方策

http://ea21.jp/ea21/guideline/
環境省「エコアクション２１ガイドライン2017年版」 一般財団法人 持続性推進機構エコアクション

21中央事務局から許可を得て引用した。



製品名／化学物質の種類
単
位

年間購入量（A) 期首保管量（B） 期末保管量（C） 年間使用量（A+B-C）

製品名
【

】 購入量 kg

含有PRTR制度対象物質名

【 】 含有量 kg

含有率
【

】

製品名
【

】 購入量 kg

含有PRTR制度対象物質名

【 】 含有量 kg

含有率
【

】

製品名
【

】 購入量 kg

含有PRTR制度対象物質名

【 】 含有量 kg

含有率
【

】

7. 化学物質使用量

http://ea21.jp/ea21/guideline/
環境省「エコアクション２１ガイドライン2017年版」

環境への負荷の自己チェック表ver1.0

150一般財団法人 持続性推進機構エコアクション
21中央事務局から許可を得て引用した。



環境への取組の自己チェック表ver1.0
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ﾁｪｯｸ 具体的な取組 重要度 取組 評価点
最小限での運用を心がけている －
屋外での除草剤、殺虫剤の使用の削減に取り組んでいる －
消毒用アルコールを非危険物のものにしている －
保管タンク、配管などの漏れ防止を実施している －
洗浄薬品などは、交換頻度を見直ししている（品質維持必須） －
燃料油、溶剤、塗料などの揮発を防止するなど、VOCの排出抑制に取り組んでいる －
有害物質のタンク、パイプ類は漏洩、拡散などを防止できる構造としている －
有害性の化学物質について、その種類、使用量、保管量、使用方法、使用場所、保
管場所などを経時的に把握し、記録･管理している

－

有害性の化学物質の排出量の計測、推定などを行っている －
有害性の化学物質の表示を徹底している －
化学物質の安全性に関する情報伝達のため、SDSにより管理している －
有害物質のタンク、パイプなどの保守・点検を定期的に行うなど適正管理に努めて
いる

－

代替物質の調査を実施している －
＜製造工程＞レイアウト見直しによる使用量の削減をしている －

４)化学物質使用量の抑制及び管理

http://ea21.jp/ea21/guideline/
環境省「エコアクション２１ガイドライン2017年版」 一般財団法人 持続性推進機構エコアクション

21中央事務局から許可を得て引用した。



事例 事業内容 物質 用途 対策 効果

1
塗装型枠合板等
の製造

エチルべンゼン・キ
シレン

塗 料 の 溶
剤

製 造 工 程 の
改善

製造工程での原材料ロスを減らすことにより、化学
物質の使用量・排出量を削減。

原材料費年間約
100万円削減

2
化成品中間体等
の製造

キシレン
樹 脂 用 の
溶剤

製 造 工 程 の
改善

化学物質の移送プロセスの見直し・調整により、排
出量を削減。

副資材費年間約
600万円削減

3
有機化学品の製
造・販売等

原材料
製 造 工 程 の
改善

親油性物質をボイラ燃料に溶かして焼却処理する
ことにより、排出量を減少。それとともに熱回収。

排出係数80%減少

4 飲料缶の製造
ポリ（オキシエチレ
ン）アルキルエ一亍
ル・ふつ化水素等

脱脂洗浄・
塗料

製品の見直し
製品品質を保ちながら、原材料の使用量を削減し、
コストも削減。また排ガス処理装置も導入。

排出量・コスト削減

5
産業ガス、ケミ力
ル関連製品の製
造等

ベンゼン 貯蔵 設備の改造
施設老朽化に伴う設備更新に伴い、タンク構造の
改良することにより、排出量を削減。

排出量約80%削減

6 ゴム製品の製造
エチレングリコール
モノメチルエーテル

接 着 工 程
の溶剤

回収・処理装
置の導入

溶剤回収装置の導入により、排出量を大幅に削減。
維持管理費も削減。

排出量約80%削減

7
軸受け等の機械
部品の製造

トリクロロエチレン 脱脂洗浄
原材料、副資
材の転換

脱脂洗浄剤を他物質に転換することにより、PRTR
対象物質の排出量を削減。

排出量約100%削
減

8
耐火煉瓦等の製
造

フェノール・エチレン
グリコ—ノレ

原 材 料 に
含有

原材料、副資
材の転換

原材料の見直しにより、化学物質の排出量を削減。 排出量40%削減

9 ゴム製品の製造 トルエン、キシレン
接 着 工 程
の溶剤

原材料、副資
材の転換

トルエン、キシレン含有率が低い溶剤に転換するこ
とにより、排出量を削減。

排出量最大97%削
減

10 鉄道業
ベンゼン・エチルべ
ンゼン・トルエン・キ
シレン

洗浄
原材料、副資
材の転換

リスクに基づく効率的な対策の導入。白ガソリン及
び灯油をPRTR対象物質非含有のものに代替。正
しい使用方法の再教育でコス卜アップをカバ一。

排出量削減

平成24年度 化学物質の排出削減対策取組事例集 http://www.nite.go.jp/data/000007603.pdf

PRTR化学物質の排出削減方法

152

化学物質の排出削減対策に関するアンケート調査およびヒアリング調査に基づく

152



PRTR化学物質の排出削減方法

153https://www.env.go.jp/chemi/prtr/archive/jireisyu/jireisyu.html

PRTR対象化学物質の排出削減に向けた取組事例集平成17年8月

大分類 内 容

I  工程の管理・運
用上の改善

既存の工程や処理装置について管理・運用
を改善した取組及び工程の変更を行った取
組(原材料等の転換に伴う取組は除く）

II  処理装置の設置
製造装置を変更した取組及び排ガス・排水
処理装置を設置した取組(原材料等の転換に
伴う取組は除く）

III 原材料等の転換
原材料(反応や洗浄に用いる溶剤も含む)と
して使用していた対象化学物質を他の物質
に転換した取組

取組事例
環境省が平成16年度に実施した「排出削減事例に係るアンケート調査」に基づく



多額の投資を行わなくても比較的安価で容易に実施できる場合が多い

I 工程の管理・運用上の改善

小分類 取組の内容等

原材料等の管理の徹底 蓋閉めの徹底
揮発性の高い原材料等の蓋閉めの徹底や製造装置
の扉を閉めることの徹底など

作業の改善

作業順序の効率化
同色ごとに塗装することによって洗浄回数を減らすこ
となど

作業時間の調整 十分に液切りを行うことなど

使用量の適正化 少量ずつ数回に分けて洗浄することなど

製造装置•処理
装置の使用方法の

改善

運転条件の調整
揮発性の高い物質の場合は作業場の温度を下げる
ことや粘度が高い物質については加温することなど

メンテナンスの充実
定期的にメンテナンスを実施することにより反応率や
回収率を向上させることなど

工程の変更 対象化学物質を使用しない工程への変更
対象化学物質を使用や副生成しない工程に変更す
ることなど

リサイクルの実施 洗浄液の再利用
洗浄液のリサイクルを行うことにより、長寿命化させ、
使用量を削減することなど

https://www.env.go.jp/chemi/prtr/archive/jireisyu/jireisyu.html
PRTR対象化学物質の排出削減に向けた取組事例集平成17年8月
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II 処理装置の設置

製造装置の変更や処理装置の設置は比較的コストが高くなる場合が多いが、確実に排出量を削減す
ることが可能

小分類 処理装置の種類処理の原理

排ガス処理装
置の設置

吸着処理装置
吸着剤にVOCを含む排ガスを通すことにより、VOCを回収(又は濃縮)する方法。吸着
剤には、活性炭、シリカゲル、アノレミナ、ゼオライト等があり、VOCの処理には活性炭
を多く使用。

冷却処理装置 排ガスを露点以下に冷却して回収する方法

集じん機 重力、慣性力、遠心力等によって、固体又は液体の微粒子を捕集する方法

燃焼処理装置

直接燃焼法
バーナーにより、VOCを650°C〜800°Cの高温下で瞬時に酸
化分解する方法

触媒燃焼法
白金やパラジウムなどの触媒を用いてVOCを200C〜350Cの
低温下で酸化分解する方法

蓄熱燃焼法
砂やセラミックなどの耐熱性、蓄熱性のある固定層（蓄熱層）を
持ち、これを媒体として高温(800°C〜1000C)で、VOCと接触
させて酸化分解する方法

排水処理装置
の設置

活性汚泥処理
装置

微生物の集合体である活性汚泥と排水を混合させ曝気させることにより有機物の除去
を行う方法

凝集沈殿処理
装置

水中に懸濁状態で存在する物質を凝集剤により凝集し、沈殿させた後に液中から分
離する方法

https://www.env.go.jp/chemi/prtr/archive/jireisyu/jireisyu.html
PRTR対象化学物質の排出削減に向けた取組事例集平成17年8月
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小分類 取組の内容等

溶剤の変更

低含有率材料（水性材料や無溶剤材料
を除くハイソリッド製品）への変更

対象化学物質の含有率が低い製品への変更

水性材料への変更(アルコール等も含む) 水性インキや水性塗料など水を主体とした製
品への変更

無溶剤材料への変更
粉体塗料や接着剤塗布済みフィルムなど溶剤
を含まない材料への変更

アルコール・ケトン・エステル系の含酸素
材料への変更

対象化学物質の含酸素化合物への変更

石油系材料の植物系材料への変更
パラフィン系、ナフテン系原材料、ソイインキな
どの植物原料から作られた材料への変更

溶剤以外の変更 樹脂種類の変更

対象化学物質が添加剤もしくは未反応モノ
マー、不純物などとして含まれている場合に添
加する資材や不純物として含んでいる資材の
変更

III 原材料等の転換
原材料等の転換は対象化学物質の使用量が削減される根本的な対策となるが、別の物質へ
転換された場合にはそれらの毒性や物性については注意をする必要

https://www.env.go.jp/chemi/prtr/archive/jireisyu/jireisyu.html
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長時間のご清聴まことに

ありがとうございました
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